平成18年1月31日Version

全身振動の許容基準改正（案）

　改正理由

· 全身振動の現行許容基準が日本産業衛生学会において提唱されたのは１９７６年である。当時ISOにおいて全身振動の測定と評価についての国際規格が制定されようとしており、その内容を基に策定されたものである。ISOではその後の研究の進展に合わせて、１９８０年代からその内容についての議論が進み、１９９７年に大幅な改訂を見た。わが国の現行全身振動許容基準はこれらの研究の進展や国際的な議論を反映していない。

· 全身振動の影響は多様な側面を持っており、影響評価の種類によって周波数補正方法や時間特性などの評価も異なるべきである。現行許容基準では単一の評価方法によって生理機能障害、疲労-作業能率低下など多様な振動影響に対応しようとしてきた。この考え方は実験的にも支持されずISO規格の改訂においても除外された。このことより、これまでの産業衛生学会の全身振動の許容基準は、国際整合性がとれなくなった。従って、全身振動を発生する乗り物の輸出入の中で、その乗り物からの全身振動ばく露を受けるわが国の作業者を全身振動ばく露から守るための国際整合性のある全身振動の許容基準の策定が急務である。

2． 許容基準と提案理由

　全身振動の許容基準は、1日の振動作業時間ごとの全身振動がこの基準値以下であれば、10年間の振動作業で、振動ばく露に起因しないと考えられる自覚的な腰痛発症の有症率を超えないことが期待できるものである。許容基準の設定にはISO 2631-1に基づき日振動ばく露量A(8)を用いた。

（1） 身振動ばく露によるDose-Responseの関係は明確にされていない。しかし、これまでの疫学的研究から、全身振動ばく露A(8)と自覚的な腰痛に関しては関係が明らかにされてきているので、今回の改訂では全身振動の影響を振動に起因する自覚的な腰痛に限定した。

（2） ISO、CENを中心とする諸外国の指針等は全身振動障害の症状のなかで自覚的な腰痛に注目している。これは、全身振動ばく露と障害との量－反応関係の明確な関係が存在していないことにより、これまでの多くの研究では、全身振動ばく露量と作業者の腰痛訴え率などを指標として、全身振動ばく露と障害の関係を求めてきている。以上から、本許容基準でも設定根拠として自覚的な腰痛発症の危険の度合いを用いた。

（3） 西欧諸国においては全身振動による障害を自覚的な腰痛有症率の中心に評価し、振動作業に従事しない一般集団の自覚的な腰痛有症率と対比させた結果から、EU指令として、該当作業者にそれと同程度もしくはそれ以下の有症率まで低下させるように乗り物改善、作業管理などの予防策が平成17年7月に発行されている。この指針では、振動ばく露限界A(8)=1.15m/s2rmsが決められている。

（4） 平成17年7月に発行されたEU指令を、EU加盟国のイギリス、フランス、イタリア、ベルギー、ポーランド、スエーデン、フィンランド、ポルトガル、（ノルエー）等の国々では取り入れ、独自に法制化を行い、振動ばく露限界A(8)=1.15m/s2rmsに従うことになってきている。

（5） EU指令で定められている振動ばく露限界の有効性を調べるために、1983年～2004年までのPub Medにより得られた全身振動、Low Back Painの検索を行い、114件のヒット文献から、周波数補正振動加速度実効値、ばく露年数、自覚的な腰痛のOdds Ratioなどか明確にされている文献13件より、振動ばく露限界A(8)=1.15m/s2rmsにすることにより、全身振動ばく露による自覚的腰痛の危険度を2.5倍以下に抑えることが出来ることが明らかになった。（別添資料参照）

（6） 以上から、周波数補正８時間等価振動加速度の３軸の優勢な値に換算して、A(8)=1.15ms-2r.m.s.以下であれば、10年間の振動作業で我が国の振動ばく露に起因する腰椎に与える自覚的な腰痛を少なくすることが期待できると思われる。
（7）  
（8） EU指令およびEU加盟国にて乗り物座席の3軸振動の優勢な軸の値のばく露限界値としてA(8)=1.15 ms-2r.m.s.が規程されていることから、わが国でも国際整合性に鑑み、A(8)=1.15 ms-2r.m.s.の値を全身振動ばく露に対する許容基準として勧告する。
3． 適用範囲

労働作業の過程において常習的に暴露される周期的、不規則的又は過渡的な全身振動に対して適用される。対象となる全身振動は、主として人体の支持面を介して伝わる0.5Hzから80Hzまでの周波数範囲の振動である。この様な振動は産業機械、産業車両等にみられる。この基準では, 周波数補正された加速度実効値から算出される量に基づく全身振動暴露のみを評価する。対象とする周波数範囲は, 0.5 ～ 80 Hzである。振動に衝撃性成分が含まれる場合には, この規格に従う方法では, 暴露を過小評価する可能性がある。衝撃性成分を含む振動及びクレストファクタが高い振動の暴露による危険性の評価も必要であるが, その方法は, この規格の適用範囲外である。

4． 適用方法

（１）この基準では, 基準時間を8 hとして規準化した日振動暴露量をもって評価するものとする。

（２）この基準では，振動暴露のための基準の選定においては，優勢な軸の振動の強さav及び一日の暴露時間Tより，式（1）又は式（2）を用いて計算する日振動暴露量A（8）を用いて評価する。A（8）の単位も又，メートル毎秒毎秒（m/s2）である。

　　　　振動値（av）及び日振動暴露量［A（8）］の関係は一日に暴露される振動が一つの振動源のみである場合は式（1）による。

av = Maximum of 1.4*awx, 1.4*awy or awz
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（1）

すなわち，人体への振動の影響の評価尺度A（8）は，振動の強さ（優勢な軸の振動値：av）と一日のその振動への暴露時間の平方根により決まる。式(1)において、水平方向の振動の場合はk=1.4と周波数補正曲線Wd(ISO 2631-1; JIB B 7760-1)を用いる。また、鉛直振動の場合はk=1.0と周波数補正曲線Wk(ISO 2631-1; JIS B 7761-1)を用いる。一日に暴露される振動源が二つ以上ある場合は式（2）による。
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（2）

この場合も，評価尺度である日振動暴露量A（８）はそれぞれの振動の強さ及びそれぞれの振動への暴露時間の平方根により決まる。

［各軸の周波数補正振動加速度実効値（awx，awy，awz），振動値av及び日振動暴露量A（8）の単位はいずれもメートル毎秒毎秒（m/s2）である。］

そして、式（１）あるいは式（２）からA(8)の最大値を次の式により求める。

A(8) = Maximum of A(8)x, A(8)y or A(8)z ・・・・・・・・・・・(3)
そして、式(3)で求められたA(8)がA(8)=1.15m/s2rmsのばく露限界値を超えてはならない。

４.　測定方法

（1） 測定器には「JIS B 7760-1」に準ずる性能を持った測定器とする。

（2） 測定は、人体に伝わる振動が入力すると考えられる位置を原点とした座標系に従って３方向を測定する。振動は三方向の直交軸のすべての成分を含んでいる。それゆえ振動を評価するためには振動している座席と人体が接触している部分の，三方向すべての周波数補正振動加速度実効値（awx，awy及びawz）を測定する。周波数補正振動加速度実効値の単位はメートル毎秒毎秒（m/s2）である。

（3） １個の測定位置に設定される複数の振動変換器は、軸方向が互いに垂直になるように設定する。同一測定点において、各軸方向の変換器はできるだけ近接させる。この測定にISO5008規格に定められているシートピックアップが実効上有効である。振動変換器は、人体と振動体の接触面における振動を計測できるようにISO 10326-1の規定のように設置する。人体に伝達される振動は、人体との接触面で測定される。

　　備考　１．人体の接触面での直接計測が実効的ない場合は、乗り物等の回転中心若しくは重心のような固定点で測定してよい。

　　　　　２．剛体の面から人体に伝達される振動を人体の接触部の近傍（通常、接触部

　　　　　　　中心から10ｃｍ以内）で測定してもよい。

　　　　　３．剛体でない、柔らかい支持体（シートクッション等）から人体へ伝達される振動は、人体と主要支持部の間に振動変換器を挿入して測定する。

（４）計測時間は十分な精度の統計値を得るため、また対象振動が典型的な暴露状態である事を確かめるため、十分な長さ測定する必要がある。暴露時間の測定値は, ある特定の就業時間の中で, どの振動源から, どれだけの時間, 作業者が振動に暴露されているかを算出して求めることになる。暴露時間は, 例えば, 次に挙げるような様々な方法を用いて求めてもよい。

－
ストップウォッチによる測定

－
ビデオ録画の分析

－
動作のサンプリング
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